














































































































































































































































































































































































































































































ればならない」（Kaplan et al., ２００１, １９）。さらに踏み込んで，環境に大きな
影響を及ぼすイノベーションを根底で支える土台について考えると，それ
は「新しい製品，サービス，システムという形での新たな知識が組織内部で
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システムの一要素をなす知識であるとされている（Winter, １９８７, １７０, １７４；









































































「企業は知識統合の制度（an institution for integrating knowledge）として概
念化される」（Grant, １９９６, １０９）
「企業とは物事のやり方を知っている組織（organizations that know how to 
do things）である」（Winter, １９９１, １８９）
「企業は調整と学習の社会的知識（social knowledge of coordination and 













えず学びつづける組織」（Senge, １９９０, １；邦訳, ９-１０）である。またガービ
ン（１９９３）は「学習する組織とは，知識を創造・習得，移転するスキルを有し，
既存の行動様式を新しい知識や洞察を反映しながら変革できる組織であ









































































































しようとしていないと，ティース他（前掲論文）は指摘している（Teece et al., 
., ５１０）。また資源ベースビューは，資源が実際にどのように競争優位
に結びつくかに関するコンセプトを欠き，この説明がトートロジー的だと
言われてきた（Eisenhardt & Martin, ２０００, １１０６）。資源ベースビューでは，資
源の上位にはこれを蓄積し活用する組織能力があり，しかもこれには企業
間で多様性があるという視点がないため，企業がそれぞれの保有する能力










































































































能力が不可欠である（Metcalfe & De Liso, １９９８, ２４；Kaplan et al., ２００１, １９；


















& Segars, ２００１, １８７-１９０）。後者すなわちプロセス・ケイパビリティは知識の創造，共有，
活用，保護を有効に進める組織能力をさす（	 １９０-１９２）。
（Umemoto, Endo & Machado, ２００４, ９７）。換言すれば，「企業がイノベーショ
ンを通じて業績を向上させるためには，知識と知識，知識と資源を統合し
なければならない」（Kaplan et al., ２００１, １９）。環境に大きな影響を及ぼすイノ
ベーションの土台にあるのは，「新しい製品，サービス，システムという形


























めにそのような組織能力を向上させなければならない（Umemoto, Endo & 
Machado, ２００４, ８９, ９７-９８）。
　換言すれば，知識ベースビューでは「企業とは物事のやり方を知っている
組織（organizations that know how to do things）である」（Winter, １９９１, １８９）と
定義されるものの今後，企業はさらに「新しい物事をじょうずに速く行うや


























































再構成する企業の能力」（Teece, Pisano & Shuen, １９９７, ５１６）であり，アイゼン
ハート＝マーティン（２０００）によれば，これは「市場の変化に適合し，さらに
市場を変革するために，新しい資源構成を実現する組織的で戦略的なルー
ティンを遂行する能力」（Eisenhardt & Martin, ２０００, １１０７）である。※８ウィン






































































































































































































































































































































































（von Bertalanffy, ., １２１；邦訳, １１８-１１９）。
　フォンバータランフィが言うようにシステムが「相互作用する要素の複
合体」ならば，「二人以上の人々の意識的に調整された活動や諸力の体系」



































































































































































































































































































れてしまうのだ」（Garvin, １９９３, ９１；邦訳, １１７）。そしてこのことは，トップ
マネジャーが最も強く認識する必要があるという。すなわち，「トップが社
員に向けてその時間を自由に利用できるよう，明らかにしないと学習は促

















































































































































































































































発となる（von Krogh, １９９８, １３５）。同様に，ゴールド他（２００１）によれば，組
織的知識創造の前提となるのは知識共有と，共有知識を用いた知的共同作

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































積極的に参加できる傾向にある」（Botkin, １９９９, ３０；邦訳, ３７）。
※６　CFTの人員構成や活動内容については第７章で改めて詳述する。

















































































































































企業の能力」（Teece, Pisano & Shuen, １９９７, ５１６）であり，アイゼンハート＝
マーティン（２０００）によれば，これは「市場の変化に適合し，さらに市場を変
革するために，新しい資源構成を実現する組織的で戦略的なルーティンを






































































































































































































































































































































































































































































































































































































・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
と見なされる
べきであり，それによって，市場の理解とその機会と可能性が，次第に洗























































































































































































































































































































































































































































































ている（Ghosn & Ries, ２００３, 邦訳, ２３１-２３３）。一方，マギ （ー２００２）では，CFTの利点とし
て，権限委譲による社内の活性化，部門の境界を越えた議論，迅速な解決案の策定があ
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